（様式１）
2022年　月　日
「2022年度農福連携相談窓口の運営及びマッチング業務」企画提案書
愛知県知事　大 村 秀 章 殿
住　　所
事業者名
代表者職氏名
　「2022年度農福連携相談窓口の運営及びマッチング業務」を受託したいので、次のとおり企画提案書を提出します。
　なお、提案にあたり下記の事項について誓約します。
記
＜誓約事項＞
１　提案者は募集要項に定める応募資格を満たしていること。
２　募集要項、仕様書、契約書（案）に記載された事項を全て承知の上で提案するものであること。
＜提案者連絡先＞
	所属（部署名）
	

	担当者役職名
	

	担当者氏名
	

	電話
	

	E-mail
	


１　提案者の概要
	事業者名
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	従業員数
	　　　人

	主な事業の内容

	


２　業務実施体制等
(１)組織体制図
　　※本業務にあたる部署や従業員の人数、指揮命令系統などの業務実施体制を図式化して示してください。
　　※農業及び福祉の関係団体などとの連携の下で取り組むことを提案する場合は、図式の中にこれらの組織を位置付けて体制を整理してください。
　　※業務の一部を再委託する場合は、再委託先も図式に含めてください。なお、再委託の理由は「６ その他」に記載してください。
(２)役割分担
	予定者氏名
	役職・担当名
	予定者が有する資格・能力及び担当する業務の内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　※本業務に従事する人員毎に、どのような資格・能力を有する人材であるのかを示し、担当する業務の内容を整理してください（欄が足りない場合は適宜追加してください。）。
　　※契約後に担当者を新規雇用する予定である場合は予定者氏名欄にその旨記載してください。

(３)過去の類似業務の実績

	業務名
	発注機関名
	契約期間

	
	
	

	業務の概要



　　※本業務の実施に生かすことができると考える、過去の業務の実績をまとめてください。類似業務の実績が複数ある場合は、欄を追加して記載してください。
　　※添付書類として類似業務の成果が分かる書類を提出してください。
　　※業務の一部を再委託する場合は、当該業務に係る再委託先の実績を記載してください。
３　業務内容等
(１)業務実施の基本方針
　　※最初に農福連携に係る現状の分析として、農福連携を推進する上での課題、今後必要となる対策などについて幅広に（今回の業務の内容にとらわれず）述べてください。
　　　そのうえで、本業務をどのように実施するかについての基本的な方針をまとめてください。
　　※本業務は厚生労働省の交付金を活用して実施します。基本的な方針では障害者就労施設の工賃向上を実現するために、どのような点に留意するかについて必ず触れるようにしてください。
(２)業務の実施方法
　ア　農福連携相談窓口の整備・運営
　　※窓口の体制（配置する人員の人数、担当者の知識・経験など）、開設期間、相談の受け付け方、相談内容の記録方法などについて記載してください。
　イ　農業者と障害者就労施設等のマッチング
　　※農業者や障害者就労施設に対するニーズの掘り起こし、両者のマッチング、農作業委託契約の締結に至るまでの支援内容について記載してください（一連の支援の流れが分かるよう、フローチャートとするなど工夫してください。）。
　ウ　農福連携技術支援者等の派遣
　　※農福連携の現場を支援する人材である農福連携技術支援者等の運用方法（派遣要請の受け付け方、派遣する人材の決定方法、派遣経費の支弁方法など）について記載してください（提案内容を基に、県と協議のうえで、派遣事業の実施要領等を決定します。）。
　エ　農福連携促進のための啓発活動
　　※資材を用いた啓発の趣旨、作成する資材の媒体（リーフレット、ポスターなど）、資材に盛り込む内容（コンテンツ）などについて記載してください。なお、①窓口を周知するための資材と②マッチング実績をまとめた事例集の作成は必須とします。
(３)　業務に係る全体スケジュール
	事業(事務)内容
	2022年
	2023年

	
	４月
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	ア　農福連携相談窓口の整備・運営
イ　農業者と障害者就労施設等のマッチング
ウ　農福連携技術支援者等の派遣
エ　農福連携促進のための啓発活動

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　業務の効果
　　※本事業の直接的な成果や見込まれる波及効果について、目標値を交えながら整理してください。
５　委託業務経費の積算
(１)　委託金額
金　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を含む）
(２)　積算内訳
　　　別添「見積書」のとおり
　　※委託業務仕様書の項目を参考に積算した見積書を添付してください。
　　※見積書の様式は任意としますが、諸経費の積算は税抜き価格で行ってください（契約時、見積書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（１円未満の端数は切り捨て）をもって決定価格とします。）。
６　その他
　　※受託業務の一部を再委託する場合、その業務内容、理由などを具体的に記載してください。
様式中、斜体の部分は企画提案書作成上の留意点をまとめたものです。提出する書類からは削除してください。
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